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平成２２年度の実施を見込んでいる直轄事業等一覧　河川関係 京都府

※毎年、年度当初に発出している事業計画通知の対象事業（地方負担を伴うもの）のうち、事業評価対象の直轄事業等を記載している。

　河川工作物関連応急対策事業費、河川維持修繕費、堰堤維持費、堰堤改良費、砂防管理費、特定緊急砂防事業費については事業評価対象外であることから記載していない。

※H22年度に実施する事業の個別箇所や事業費については、実施計画に対する財務大臣の承認を経た上で決定されるものである。そのため、本表は現時点での見通しであり、今後、変更の可能性がある。

※全体事業費には業務取扱費を含む。

※H21年度当初負担基本額は、事業費から業務取扱費のうち営繕宿舎費及び退職手当を除いたものである。

※H22年度事業進捗見込み（負担基本額）は、事業費から業務取扱費を除いたものである。

※複数都府県間でアロケーションがなされる事業においては、負担基本額の欄に当該都府県の分を記載しており、同欄括弧内には他都府県の分を含む全体額を記載している。

負担基本額 地方負担額

河川事業

河川改修費

一般河川改修

淀川中下流
直轄管理区間
L=53.1km

435
（606）

145
（202）

隠元地区旧橋撤去 1式、塔の島地区（河道掘削 4.3
千m3、根継護岸 530m）、塔の島地区詳細設計 1式

隠元地区旧橋撤去、塔の島地区（河道掘削、低水護
岸）、塔の島地区橋梁補強詳細設計

4.4～5.3
（6.1～7.4）

桂川
直轄管理区間
L=33.6km

1,682 561 大下津地区用地取得 0.5ha、桂川河道計画検討 1式
大下津地区（用地取得、河道掘削）、桂川河道計画
検討

7.6～10

瀬田川
直轄管理区間
L=7.5km

76
（504）

25
（168）

関津地区河道掘削 9千m3、瀬田川改修計画検討 1
式

関ノ津地区河道掘削、瀬田川改修計画検討
0.34～0.44
（2.3～3.1）

木津川下流
直轄管理区間
L=37.0km

477 159
下ノ浜地区樋門 1基、多賀地区堤防強化 120m、堤
防強化詳細設計 1式

下ノ浜地区樋門、奈島地区堤防強化、多賀地区堤防
強化、堤防強化詳細設計

3.6～5.0

木津川上流
直轄管理区間
L=64.2km

46
（477）

15
（158）

木津川上流域河道計画検討 1式 木津川上流域環境調査
0.27～0.34
（1.4～1.7）

　 由良川
直轄管理区間
L=56.4km

592 1,000 333 戸田地区用地取得 0.7ha、川北地区詳細設計 1式
戸田地区用地取得、勅使地区乗越道路、安井地区樋
門、並松地区詳細設計

8.9～11

水防災対策特定河川

由良川
直轄管理区間
L=56.4Km

592 4,150 1,383

河守地区（用地補償 0.8ha、築堤300m、橋梁架替）、
北有路地区（築堤250m、用地補償0.8ha、橋梁架
替）、水間地区築堤220m  志高地区（築堤及び堤脚
水路800m、用地補償3.7ha）、南有路地区（用地補償
1.4ha、道路処理）、千原・尾藤地区（用地補償 0.3ha、
築堤380m、道路処理、橋梁架替）、公庄地区用地補
償3.8ha　八田地区樋門1基

河守地区（築堤、樋門、用地取得）、北有路地区（築
堤、用地取得）、水間地区築堤、志高地区（築堤、堤
脚水路、樋門）、南有路地区（樋門、築堤、用地取
得）、千原・尾藤地区（築堤、橋梁、道路処理）、公庄
地区（築堤、用地取得）、大川地区（築堤、物件補
償）、上東地区（樋門、築堤、用地取得）、桑飼下地区
用地取得、二箇地区用地取得、三河地区用地取得

38～48
○事業評価については、
・由良川直轄河川改修
の中で実施している。

総合水系環境整備事業費（河川）

淀川水系
淀川自然再生 １式
木津川上流かわまち
づくり １式

淀川水系
525

80 40 笠置地区水辺の楽校整備（設計・工事） 1式
木津川たまり再生設計 、木津川たまり再生モニタリン
グ 、南山城村地区かわまちづくり設計

0.57～0.70

ダム事業

多目的ダム建設事業費

淀川天ヶ瀬ダム再開発
トンネル式放流設備
（L=600ｍ）
市道白虹橋付替他

330 54 16
工事用道路（131m）、トンネル式放流設備の水理模
型実験等

既存施設の機能増強等 1.1

(136) (2.7)

河川総合開発事業費

淀川大戸川ダム
大戸川ダム
県道大津信楽線付替
他

740 174 52 現場維持管理、水理水文調査等 生活再建工事等 1.4

(455) (3.7)

H22年度事業進捗見込み
（負担基本額）（億円）

備考

淀川水系
3,537

対象科目 全体事業規模
全体事業費
（億円）

H21年度当初（百万円）
H21年度 事業内容 H22年度 予定事業内容



平成２２年度の実施を見込んでいる直轄事業等一覧　河川関係 京都府

※毎年、年度当初に発出している事業計画通知の対象事業（地方負担を伴うもの）のうち、事業評価対象の直轄事業等を記載している。

　河川工作物関連応急対策事業費、河川維持修繕費、堰堤維持費、堰堤改良費、砂防管理費、特定緊急砂防事業費については事業評価対象外であることから記載していない。

※H22年度に実施する事業の個別箇所や事業費については、実施計画に対する財務大臣の承認を経た上で決定されるものである。そのため、本表は現時点での見通しであり、今後、変更の可能性がある。

※全体事業費には業務取扱費を含む。

※H21年度当初負担基本額は、事業費から業務取扱費のうち営繕宿舎費及び退職手当を除いたものである。

※H22年度事業進捗見込み（負担基本額）は、事業費から業務取扱費を除いたものである。

※複数都府県間でアロケーションがなされる事業においては、負担基本額の欄に当該都府県の分を記載しており、同欄括弧内には他都府県の分を含む全体額を記載している。

負担基本額 地方負担額

H22年度事業進捗見込み
（負担基本額）（億円）

備考対象科目 全体事業規模
全体事業費
（億円）

H21年度当初（百万円）
H21年度 事業内容 H22年度 予定事業内容

砂防事業

砂防事業費

瀬田川水系砂防
直轄区域面積
A=256.7km２

1,726
79

（512）
26
伝導谷砂防堰堤、多羅尾砂防堰堤、田上禿しゃ地対
策工、砂防堰堤設計、用地取得 0.5ha　等

伝導谷砂防堰堤、多羅尾砂防堰堤、西出砂防堰堤、
田上禿しゃ地対策工、砂防堰堤設計、用地取得　等

0.3～0.6
（2～4）

木津川水系砂防
直轄区域面積
A=705.6km２

1,594
102

（268）
34
谷出砂防堰堤群、太良路川砂防堰堤群、名張川山腹
工、砂防堰堤設計、用地取得 0.35ha　等

谷出砂防堰堤群、太良路川砂防堰堤群、砂防堰堤設
計　等

0.5～1
（1～3）



平成２２年度の実施を見込んでいる直轄事業一覧　河川関係　京都府

※毎年、年度当初に発出している事業計画通知の対象事業（地方負担を伴うもの）のうち、事業評価対象の直轄事業等を記載している。

　河川工作物関連応急対策事業費、河川維持修繕費、堰堤維持費、堰堤改良費、砂防管理費、特定緊急砂防事業費については事業評価対象外であることから記載していない。

※H22年度に実施する事業の個別箇所や事業費については、実施計画に対する財務大臣の承認を経た上で決定されるものである。そのため、本表は現時点での見通しであり、今後、変更の可能性がある。

※全体事業費には業務取扱費を含む。

※H21年度当初負担基本額は、事業費から業務取扱費のうち営繕宿舎費及び退職手当を除いたものである。

※H22年度事業進捗見込み（負担基本額）は、事業費から業務取扱費を除いたものである。

※複数都府県間でアロケーションがなされる事業においては、負担基本額の欄に当該都府県の分を記載しており、同欄括弧内には他都府県の分を含む全体額を記載している。

負担基本額 地方負担額

ダム事業

水資源開発事業交付金（建設ダム）

淀川川上ダム
川上ダム（H=91m、
L=375m)　県道松阪・
青山線付替道路　他

850 514 154
転流工工事〔一式〕、付替県道工事 約136m・1橋、測
量、地質調査、水理調査、環境調査等

転流工工事等 1.8

(3,737) (9.3)

淀川丹生ダム
丹生ダム　県道中河内
木之本線付替道路
他

1,100 7 2 水理調査、環境調査等 生活再建（調査）等 0.01

(324) (0.50)

備考H21年度 事業内容 H22年度 事業内容
H22年度事業進捗見込み
（負担基本額）（億円）

H21年度当初（百万円）
対象科目 全体事業規模

全体事業費
（億円）



平成２２年度の実施を見込んでいる直轄事業一覧　道路関係　京都府

新設・改築事業（事業評価対象） （単位：百万円）

工事関係費 地方負担額

国道1号
第二京阪道路
（京都南道路）

L=8.8km 3,100 285 95
・工事推進：木津川渡河部改良工事・施設工事・舗装工事、
　　　　　　京田辺市山手中央地区改良工事

－ ―
平成21年度完了
木津川渡河部
延長0.9km(4/4)　平成21年度供用予定

国道9号 福知山道路 L=5.8km 660 469 156
・用地買収推進：羽合地区
・工事推進：野家地区改良工事、福知山大橋(94m)上部工事、
　　　　　　羽合地区改良工事

・工事推進：野家地区改良工事
　　　　　　福知山大橋(94m)上部工事、堀高架橋下部工事等

　６～７億円程度

用地進捗率約８３％
事業進捗率約６６％
福知山市長田野～同市東堀　延長1.1km(4/4)
福知山市東羽合～同市北羽合　延長0.3km(4/4)
平成20年代前半供用予定

国道27号 下山バイパス L=4.0km 133 255 85 ・工事推進：三本松跨線橋(43m)上部工事 － ― 平成21年度完了

国道27号 西舞鶴道路 L=4.9km 245 49 16 ・調査推進：上安～京田地区 ・調査推進：上安～京田地区 １億円程度
用地進捗率０％
事業進捗率約２％

国道163号 精華拡幅 L=4.6km 224 94 31
・用地買収推進：乾谷地区
・調査推進：地元設計協議

・調査推進：地元設計協議 ０～１億円程度
用地進捗率約２％
事業進捗率約５％

国道478号 京都第二外環状道路 L=15.7km 4,269 7,265 2,422
・用地買収推進：大枝IC～大山崎JCT・IC間
・工事推進：本体工事

・用地買収推進：長岡京市域(用地国債再取得・用地買収)
・工事推進：本体工事(NEXCO委託)、
            調子地区上部工架設(NEXCO委託)

73 ～83 億円程度

用地進捗率約８３％
事業進捗率約７２％
大山崎JCT・IC～大枝IC　延長9.8km(4/4)
平成24年度供用予定

国道478号 丹波綾部道路 L=29.2km 2,146 5,123 1,708
・用地買収推進：市森～広野地区
・工事推進：上豊田～和田地区改良工事、
　　　　　　桧山高架橋(371m)才原高架橋(100m)下部工事

・用地買収推進：井脇～広野地区等(用地国債再取得)
・工事推進：丹波トンネル工事
　　　　　　才原高架橋(100m)下部工事等
            曽根・森地区改良工事

29 ～32 億円程度

用地進捗率約７５％
事業進捗率約３２％
京丹波わちIC～丹波IC　延長18.9km(2/4)
平成26年度供用予定

計
13,540 4,513

（注）合計は、四捨五入の関係で合致していない場合がある。
（注）全体事業費には業務取扱費を含んでいる。
（注）工事関係費とは、事業費から業務取扱費を除いたものである。
（注）備考欄の進捗率は、供用済み区間を除いた進捗率(用地:平成21年9月時点、事業:平成21年度補正予算時点)。

箇所名路線名 平成２１年度事業内容 備考事業規模
平成２１年度当初全体事業費

（億円）
平成２２年度予定事業内容

平成２２年度事業進捗見込み
（工事関係費）



平成２２年度の実施を見込んでいる直轄事業一覧　公園関係　京都府

国営公園整備事業（事業評価対象） （単位：百万円）

工事関係費 地方負担額

淀川河川公園
計画面積962.1ha
供用面積235ha

418 36 13

身障者・高齢者対策整備
　　遊歩道整備（背割堤地区）
水洗ﾄｲﾚ整備1基（大山崎地区）
公園施設実施設計
三川合流域公園基本設計
等

駐車場緑化改修1,000m2（大山崎
地区）
水洗ﾄｲﾚ整備1基（背割堤地区）
公園施設実施設計
三川合流域公園実施設計
等

0.2～0.5億円程度
（3～4億円程度）

※全体事業費には工事諸費を含む。
※工事関係費は、事業費から営繕宿舎費及び工事諸費を除いたものである。
※Ｈ２２年度事業進捗見込み（工事関係費）は当該府の分を記載しており、同欄括弧内に大阪府の分を含む全体額を記載している。
※Ｈ２２年度事業進捗見込み（工事関係費）の額のアロケーションについては、平成２１年度の負担割合を使用している。

H２１年度事業内容
H２２年度事業進捗見込み

（工事関係費）
公園名

全体事業費
（億円）

H２２年度予定事業内容全体事業規模
H２１年度当初



平成２２年度の実施を見込んでいる直轄事業一覧　港湾関係　[京都府]

  港湾整備事業（事業評価対象） 単位：百万円

事業費 負担額

舞鶴港
舞鶴港和田地区
多目的国際ﾀｰﾐﾅﾙ整備事業

水深14m 398 600 270 岸壁（-14m）、道路 道路 0～1億円程度

舞鶴港前島地区
複合一貫輸送ﾀｰﾐﾅﾙ（改良）事
業

水深9m 38 330 149
岸壁（-9m）(改良)、航路・泊地（-
9m）

岸壁（-9m）(改良)、航路・泊地（-
9m）

4～6億円程度

計 436 930 419

（注）　合計は、四捨五入の関係で合致していない場合がある。

備考事業規模
全体事業費
(億円)

平成21年度当初事業費

平成２２年度
事業進捗見込み

港湾名 プロジェクト名 平成２１年度事業内容 平成２２年度予定事業内容


